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 倒産件数は 671 件、16 ヵ月連続の前年同月比減少、 

                    今年最少を記録 

 負債総額は 1100 億 2300 万円、2000 年以降で最小 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014 年 12 月 8 日

（株）帝国データバンク 産業調査部

電話：03-5775-3073

集計期間：2014 年 11 月 1 日～30 日

   集計対象：負債 1000 万円以上の法的整理

全国企業倒産集計 
 
2014 年 11 月報  

倒 産 件 数 負 債 総 額

 671件  1100億2300万円 

前年同月比 件数 　   ▲18.2％ 負債 　   ▲17.6％

（前年同月　　820件） （前年同月　　1335億1700万円）

前  月  比 件数 　   ▲15.5％ 負債 　   ▲17.8％

（前　　月　　　794件） （前　　月　　　1338億6000万円）

件数・負債総額の推移
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主要ポイント 

□ 倒産件数は 671 件で、前年同月比 18.2％の大幅減少を記録し、16 ヵ月連続で前年同月を下

回った。8 月（683 件）を下回り今年最少を記録したほか、2006 年 9 月（667 件）以来の低

水準となった 

□ 負債総額は 1100 億 2300 万円と、前年同月から 17.6％減少し、6 ヵ月連続で前年同月を下回

った。2014 年 3 月（1119 億 6000 万円）を下回り、2000 年以降で最小となった 

□ 業種別に見ると、7 業種中 6 業種で前年同月を下回り、なかでも建設業（141 件、前年同月

比 19.0％減）は 26 ヵ月連続の前年同月比減少を記録したほか、卸売業（96 件、同 34.2％減）

と製造業（80 件、同 32.8％減）の 2 業種は 30％以上の劇的な減少となった 

□ 主因別に見ると、「不況型倒産」の構成比が 79.3％と 17 ヵ月ぶりに 80％を割り込んだ 

□ 「円安関連倒産」は 42 件（前月 39 件）判明し、集計開始以降の最多件数を更新 

□ 負債額別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 376 件で、構成比は 56.0％と 25 ヵ月連続で

過半数を占めた一方、負債 10 億円以上の倒産は 20 件と低水準が続いた 

□ 民事再生法による倒産が 16 件と同法施行（2000 年 4 月）以降の最少件数を更新 

□ 地域別に見ると、関東（230 件、前年同月比 26.3％減）、北海道（18 件、同 25.0％減）な

ど 9 地域中 6 地域で前年同月を下回り、うち 5 地域は前年同月比 2 ケタの大幅減少となった

□ 負債トップは、㈱テイー・シー・ワークス（東京都、特別清算）の 93 億円。小路建設㈱（滋

賀県、特別清算）の 47 億円が続く 

倒産件数と負債総額の推移

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 949 2,587,990 976 249,684 951 398,379 854 229,476 809 301,696

2 966 427,596 884 391,982 976 628,980 858 166,250 765 116,543

3 1,148 296,383 1,041 291,075 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960

4 962 254,508 956 263,629 884 181,062 906 677,973 858 142,956

5 879 304,481 964 235,662 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083

6 1,085 283,723 1,025 192,826 896 177,620 906 390,365 847 211,642

7 918 249,357 965 202,885 943 715,212 952 179,617 844 115,238

8 964 169,233 969 797,581 851 202,077 789 163,570 683 137,674

9 943 1,370,598 847 192,934 852 177,605 817 189,508 785 127,879

10 960 501,957 906 132,917 961 231,674 918 152,409 794 133,860

11 935 273,923 971 190,538 938 249,504 820 133,517 671 110,023

12 949 216,855 865 322,020 824 199,925 726 175,795

合計 11,658 6,936,604 11,369 3,463,733 11,129 3,774,294 10,332 2,757,543 8,533 1,688,554

2010年
（平成22年）

2011年
（平成23年）

2013年
（平成25年）

2014年
（平成26年）

2012年
（平成24年）
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□ ポイント  件数は 16 ヵ月連続前年同月比減少で今年最少、負債総額は 2000 年以降で最小 

倒産件数は 671 件で、前年同月比 18.2％の大幅減少を記録し、16 ヵ月連続で前年同月を下回

った。8 月（683 件）を下回り今年最少を記録したほか、2006 年 9 月（667 件）以来の低水準

となった。負債総額は 1100 億 2300 万円と、前年同月から 17.6％減少し、6 ヵ月連続で前年同

月を下回った。2014 年 3 月（1119 億 6000 万円）を下回り、2000 年以降で最小となった。 

□ 要因・背景 

件数…大手メーカーの業績回復や輸出環境改善などにより、金属製品や機械器具などを扱う卸

売業（96 件、前年同月比 34.2％減）や製造業（80 件、同 32.8％減）で大幅減少 

負債総額…負債 10 億円以上の倒産が 20 件にとどまったうえ、件数の減少もあり抑制される 

件数・負債総額 

前月比
(％)

前年同月比
(％)

前月比
（％）

前年同月比
（％）

2013年11月 820 ▲ 10.7 ▲ 12.6 133,517 ▲ 12.4 ▲ 46.5

12月 726 ▲ 11.5 ▲ 11.9 175,795 31.7 ▲ 12.1
2014年1月 809 11.4 ▲ 5.3 301,696 71.6 31.5

2月 765 ▲ 5.4 ▲ 10.8 116,543 ▲ 61.4 ▲ 29.9
3月 744 ▲ 2.7 ▲ 11.0 111,960 ▲ 3.9 ▲ 22.6
4月 858 15.3 ▲ 5.3 142,956 27.7 ▲ 78.9
5月 733 ▲ 14.6 ▲ 22.8 179,083 25.3 16.0
6月 847 15.6 ▲ 6.5 211,642 18.2 ▲ 45.8
7月 844 ▲ 0.4 ▲ 11.3 115,238 ▲ 45.6 ▲ 35.8
8月 683 ▲ 19.1 ▲ 13.4 137,674 19.5 ▲ 15.8
9月 785 14.9 ▲ 3.9 127,879 ▲ 7.1 ▲ 32.5

10月 794 1.1 ▲ 13.5 133,860 4.7 ▲ 12.2

11月 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2 110,023 ▲ 17.8 ▲ 17.6

負債総額
（百万円）

件数

倒産件数の前年同月比推移
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負債額別件数
13年
11月

12月
14年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

 10億円以上50億円未満 27 26 23 20 16 28 26 28 15 16 22 23 19

 50億円以上100億円未満 2 3 1 2 1 1 3 5 0 3 1 3 1

 100億円以上1000億円未満 0 2 1 0 0 0 1 2 1 1 0 0 0

 1000億円以上 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 合計 29 31 26 22 17 29 30 35 16 20 23 26 20
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業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 業種別 

□ ポイント   7 業種中 6 業種で前年同月比減少 

業種別に見ると、7 業種中 6 業種で前年同月を下回り、うち 5 業種は前年同月比 2 ケタの大幅

減少となった。なかでも建設業（141 件、前年同月比 19.0％減）は 26 ヵ月連続の前年同月比

減少を記録したほか、卸売業（96 件、同 34.2％減）と製造業（80 件、同 32.8％減）の 2 業種

は 30％以上の劇的な減少となった。一方、サービス業（164 件、同 8.6％増）は唯一前年同月

を上回った。 

□ 要因・背景 

卸売業・製造業…大手メーカーの業績回復や輸出環境改善もあり、機械器具卸（13 件、前年

同月比 59.4％減）や金属製品製造（8 件、同 63.6％減）などで減少目立つ 

業種別 

前年同月に対する件数増減と比率の推移
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運輸・通信業

サービス業

不動産業

その他

全体の
前年同月比

業種別件数 （件） （％）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 建設業 174 147 168 148 134 168 144 181 184 138 153 164 141 ▲ 14.0 ▲ 19.0

 製造業 119 121 100 112 115 118 106 104 102 75 118 113 80 ▲ 29.2 ▲ 32.8

 卸売業 146 115 129 122 99 122 129 119 132 105 124 111 96 ▲ 13.5 ▲ 34.2

 小売業 147 134 150 161 185 185 150 169 182 124 150 163 114 ▲ 30.1 ▲ 22.4

 運輸・通信業 34 31 35 37 23 46 40 43 27 36 29 40 31 ▲ 22.5 ▲ 8.8

 サービス業 151 133 168 139 148 169 129 181 165 157 154 143 164 14.7 8.6

 不動産業 28 23 33 24 23 23 19 27 26 26 33 38 24 ▲ 36.8 ▲ 14.3

 その他 21 22 26 22 17 27 16 23 26 22 24 22 21 ▲ 4.5 0.0

 合計 820 726 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

業種別構成比 （％） （ポイント）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 対前月 対前年同月

 建設業 21.2 20.2 20.8 19.3 18.0 19.6 19.6 21.4 21.8 20.2 19.5 20.7 21.0 0.3 ▲ 0.2

 製造業 14.5 16.7 12.4 14.6 15.5 13.8 14.5 12.3 12.1 11.0 15.0 14.2 11.9 ▲ 2.3 ▲ 2.6

 卸売業 17.8 15.8 15.9 15.9 13.3 14.2 17.6 14.0 15.6 15.4 15.8 14.0 14.3 0.3 ▲ 3.5

 小売業 17.9 18.5 18.5 21.0 24.9 21.6 20.5 20.0 21.6 18.2 19.1 20.5 17.0 ▲ 3.5 ▲ 0.9

 運輸・通信業 4.1 4.3 4.3 4.8 3.1 5.4 5.5 5.1 3.2 5.3 3.7 5.0 4.6 ▲ 0.4 0.5

 サービス業 18.4 18.3 20.8 18.2 19.9 19.7 17.6 21.4 19.5 23.0 19.6 18.0 24.4 6.4 6.0

 不動産業 3.4 3.2 4.1 3.1 3.1 2.7 2.6 3.2 3.1 3.8 4.2 4.8 3.6 ▲ 1.2 0.2

 その他 2.6 3.0 3.2 2.9 2.3 3.1 2.2 2.7 3.1 3.2 3.1 2.8 3.1 0.3 0.5

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － -
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主因別 

□ ポイント   「不況型倒産」の構成比 79.3％ 

主因別の内訳を見ると、「不況型倒産」の合計は 532 件（前年同月比 23.5％減）となった。構

成比は 79.3％（前月 81.7％、前年同月 84.8％）で、2013 年 6 月（79.7％）以来、17 ヵ月ぶり

に 80％を割り込んだ。 

倒産主因のうち、販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、 

業界不振を「不況型倒産」として集計 

□ 要因・背景 

①「返済猶予後倒産」は今年最少となる 22 件（前年同月比 56.0％減）判明 

②「円安関連倒産」は 42 件（前月 39 件）判明し、集計開始以来の最多件数を更新 

主因別件数 （件） （％）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 販売不振 672 581 639 626 600 690 581 685 677 530 634 629 518 ▲ 17.6 ▲ 22.9

 輸出不振 1 0 0 0 0 1 2 0 0 1 0 0 1 - 0.0

 売掛金回収難 8 10 7 4 6 9 3 11 9 12 6 4 4 0.0 ▲ 50.0

 不良債権の累積 4 0 4 0 0 5 4 5 1 4 4 5 2 ▲ 60.0 ▲ 50.0

 業界不振 10 10 30 15 12 11 10 9 16 10 17 11 7 ▲ 36.4 ▲ 30.0

 不況型合計 695 601 680 645 618 716 600 710 703 557 661 649 532 ▲ 18.0 ▲ 23.5

10 9 16 16 8 12 14 8 15 7 13 9 11 22.2 10.0

6 7 4 5 2 7 9 3 2 10 4 9 6 ▲ 33.3 0.0

15 22 6 10 10 14 15 16 13 11 7 14 25 78.6 66.7

94 87 103 89 106 109 95 110 111 98 100 113 97 ▲ 14.2 3.2

820 726 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

主因別構成比 （％） （ポイント）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 対前月 対前年同月

 販売不振 82.0 80.0 79.0 81.8 80.6 80.4 79.3 80.9 80.2 77.6 80.8 79.2 77.2 ▲ 2.0 ▲ 4.8

 輸出不振 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 0.0

 売掛金回収難 1.0 1.4 0.9 0.5 0.8 1.0 0.4 1.3 1.1 1.8 0.8 0.5 0.6 0.1 ▲ 0.4

 不良債権の累積 0.5 0.0 0.5 0.0 0.0 0.6 0.5 0.6 0.1 0.6 0.5 0.6 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.2

 業界不振 1.2 1.4 3.7 2.0 1.6 1.3 1.4 1.1 1.9 1.5 2.2 1.4 1.0 ▲ 0.4 ▲ 0.2

 不況型合計 84.8 82.8 84.1 84.3 83.1 83.4 81.9 83.8 83.3 81.6 84.2 81.7 79.3 ▲ 2.4 ▲ 5.5

1.2 1.2 2.0 2.1 1.1 1.4 1.9 0.9 1.8 1.0 1.7 1.1 1.6 0.5 0.4

0.7 1.0 0.5 0.7 0.3 0.8 1.2 0.4 0.2 1.5 0.5 1.1 0.9 ▲ 0.2 0.2

1.8 3.0 0.7 1.3 1.3 1.6 2.0 1.9 1.5 1.6 0.9 1.8 3.7 1.9 1.9

11.5 12.0 12.7 11.6 14.2 12.7 13.0 13.0 13.2 14.3 12.7 14.2 14.5 0.3 3.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

     設備投資の失敗

     その他の経営計画の失敗

     その他

 合計

     その他

 合計

     放漫経営

     放漫経営

     設備投資の失敗

     その他の経営計画の失敗
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□ ポイント    負債 5000 万円未満の構成比 56.0％ 

負債額別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 376 件で、前年同月を 17.5％下回ったものの、

構成比は 56.0％と、25 ヵ月連続で過半数を占めた。一方、負債 10 億円以上の倒産は 20 件と

低水準が続いた。資本金別では、個人経営と資本金 1000 万円未満の合計が 380 件、構成比は

56.6％を占めた。 

□ 要因・背景  

① 負債 5000 万円未満の倒産、業種別では卸売業（46 件、前年同月比 35.2％減）で大幅減 

② 大企業・中堅企業の業績回復や資金繰り改善を受け、大型倒産の抑制状態が続く 

規模別 

中小企業の定義 小規模企業の定義

業種

製造業・その他 または 3億円以下

卸売業 または 1億円以下

小売業 または 5000万円以下

サービス業 または 5000万円以下

従業員 資本金 業種 従業員

300人以下 製造業・その他 20人以下

100人以下

100人以下 商業・サービス業 5人以下

50人以下

(件） （％、ポイント）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

件数 729 634 714 660 651 759 639 771 761 599 693 705 589 ▲ 16.5 ▲ 19.2

構成比（％） 88.9 87.3 88.3 86.3 87.5 88.5 87.2 91.0 90.2 87.7 88.3 88.8 87.8 ▲ 1.0 ▲ 1.1

件数 819 726 809 765 742 858 732 846 843 682 785 794 669 ▲ 15.7 ▲ 18.3

構成比（％） 99.9 100.0 100.0 100.0 99.7 100.0 99.9 99.9 99.9 99.9 100.0 100.0 99.7 ▲ 0.3 ▲ 0.2

820 726 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

中小企業・小規模企業

小規模企業

中小企業

全倒産件数

負債額別件数 （件） （％）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 456 393 458 408 420 470 367 476 475 367 453 433 376 ▲ 13.2 ▲ 17.5

 5000万円以上1億円未満 117 114 104 117 127 122 113 137 137 116 106 135 113 ▲ 16.3 ▲ 3.4

 1億円以上5億円未満 195 156 196 188 155 195 191 177 193 155 164 176 138 ▲ 21.6 ▲ 29.2

 5億円以上10億円未満 23 32 25 30 25 42 32 22 23 25 39 24 24 0.0 4.3

 10億円以上50億円未満 27 26 23 20 16 28 26 28 15 16 22 23 19 ▲ 17.4 ▲ 29.6

 50億円以上100億円未満 2 3 1 2 1 1 3 5 0 3 1 3 1 ▲ 66.7 ▲ 50.0

 100億円以上 0 2 2 0 0 0 1 2 1 1 0 0 0 - -

 合計 820 726 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

負債額別構成比 （％） （ポイント）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 55.6 54.1 56.6 53.3 56.5 54.8 50.1 56.2 56.3 53.7 57.7 54.5 56.0 1.5 0.4

 5000万円以上1億円未満 14.3 15.7 12.9 15.3 17.1 14.2 15.4 16.2 16.2 17.0 13.5 17.0 16.8 ▲ 0.2 2.5

 1億円以上5億円未満 23.8 21.5 24.2 24.6 20.8 22.7 26.1 20.9 22.9 22.7 20.9 22.2 20.6 ▲ 1.6 ▲ 3.2

 5億円以上10億円未満 2.8 4.4 3.1 3.9 3.4 4.9 4.4 2.6 2.7 3.7 5.0 3.0 3.6 0.6 0.8

 10億円以上50億円未満 3.3 3.6 2.8 2.6 2.2 3.3 3.5 3.3 1.8 2.3 2.8 2.9 2.8 ▲ 0.1 ▲ 0.5

 50億円以上100億円未満 0.2 0.4 0.1 0.3 0.1 0.1 0.4 0.6 0.0 0.4 0.1 0.4 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.1

 100億円以上 0.0 0.3 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

資本金別件数 （件） （％）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 個人経営 115 127 140 114 116 124 73 133 116 92 133 117 98 ▲ 16.2 ▲ 14.8

 100万円未満 28 18 18 14 20 22 28 30 30 17 24 24 24 0.0 ▲ 14.3

 100万円以上1000万円未満 339 294 307 304 302 357 296 330 358 290 296 309 258 ▲ 16.5 ▲ 23.9

 1000万円以上5000万円未満 304 256 307 295 274 312 290 309 307 254 293 311 258 ▲ 17.0 ▲ 15.1

 5000万円以上1億円未満 22 21 25 27 28 33 28 31 26 23 27 26 16 ▲ 38.5 ▲ 27.3

 1億円以上 12 10 12 11 4 10 18 14 7 7 12 7 17 142.9 41.7

 合計 820 726 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

資本金別構成比 （％） （ポイント）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 個人経営 14.0 17.5 17.3 14.9 15.6 14.5 10.0 15.7 13.7 13.5 16.9 14.7 14.6 ▲ 0.1 0.6

 100万円未満 3.4 2.5 2.2 1.8 2.7 2.6 3.8 3.5 3.6 2.5 3.1 3.0 3.6 0.6 0.2

 100万円以上1000万円未満 41.3 40.5 37.9 39.7 40.6 41.6 40.4 39.0 42.4 42.5 37.7 38.9 38.5 ▲ 0.4 ▲ 2.8

 1000万円以上5000万円未満 37.1 35.3 37.9 38.6 36.8 36.4 39.6 36.5 36.4 37.2 37.3 39.2 38.5 ▲ 0.7 1.4

 5000万円以上1億円未満 2.7 2.9 3.1 3.5 3.8 3.8 3.8 3.7 3.1 3.4 3.4 3.3 2.4 ▲ 0.9 ▲ 0.3

 1億円以上 1.5 1.4 1.5 1.4 0.5 1.2 2.5 1.7 0.8 1.0 1.5 0.9 2.5 1.6 1.0

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□ ポイント   9 地域中 6 地域で前年同月比減少 

地域別に見ると、関東（230 件、前年同月比 26.3％減）、北海道（18 件、同 25.0％減）など

9 地域中 6 地域で前年同月を下回り、うち 5 地域は前年同月比 2 ケタの大幅減少となった。一

方、東北（38 件、同 22.6％増）、中国（31 件、同 3.3％増）の 2 地域は前年同月を上回った。

四国（11 件）は前年同月と同数となった。 

□ 要因・背景 

① 関東・近畿は、建設業や卸売業を中心に 4 ヵ月連続で前年同月を下回る 

② 東北は、㈱ＤＩＯジャパンの関連会社 10 社が件数を押し上げた 

地域別 

（件） （％） （件） （％）

北海道 北海道 24 22 18 ▲ 18.2 ▲ 25.0 滋賀県 13 8 15 87.5 15.4

青森県 4 4 5 25.0 25.0 京都府 24 29 22 ▲ 24.1 ▲ 8.3

岩手県 4 2 7 250.0 75.0 大阪府 117 98 88 ▲ 10.2 ▲ 24.8

宮城県 4 7 8 14.3 100.0 兵庫県 47 39 35 ▲ 10.3 ▲ 25.5

秋田県 6 4 7 75.0 16.7 奈良県 11 8 10 25.0 ▲ 9.1

山形県 9 2 8 300.0 ▲ 11.1 和歌山県 6 8 7 ▲ 12.5 16.7

福島県 4 7 3 ▲ 57.1 ▲ 25.0 鳥取県 0 0 0 - -

茨城県 13 16 13 ▲ 18.8 0.0 島根県 1 2 3 50.0 200.0

栃木県 13 11 8 ▲ 27.3 ▲ 38.5 岡山県 9 13 10 ▲ 23.1 11.1

群馬県 10 11 9 ▲ 18.2 ▲ 10.0 広島県 13 21 10 ▲ 52.4 ▲ 23.1

埼玉県 43 31 23 ▲ 25.8 ▲ 46.5 山口県 7 10 8 ▲ 20.0 14.3

千葉県 31 18 17 ▲ 5.6 ▲ 45.2 徳島県 1 3 1 ▲ 66.7 0.0

東京都 148 130 127 ▲ 2.3 ▲ 14.2 香川県 5 6 2 ▲ 66.7 ▲ 60.0

神奈川県 54 60 33 ▲ 45.0 ▲ 38.9 愛媛県 3 9 6 ▲ 33.3 100.0

新潟県 4 1 3 200.0 ▲ 25.0 高知県 2 1 2 100.0 0.0

富山県 5 4 8 100.0 60.0 福岡県 23 34 14 ▲ 58.8 ▲ 39.1

石川県 11 6 8 33.3 ▲ 27.3 佐賀県 2 6 4 ▲ 33.3 100.0

福井県 7 6 4 ▲ 33.3 ▲ 42.9 長崎県 3 9 4 ▲ 55.6 33.3

山梨県 4 2 3 50.0 ▲ 25.0 熊本県 5 6 5 ▲ 16.7 0.0

長野県 9 11 6 ▲ 45.5 ▲ 33.3 大分県 2 2 2 0.0 0.0

岐阜県 20 11 19 72.7 ▲ 5.0 宮崎県 3 5 2 ▲ 60.0 ▲ 33.3

静岡県 33 31 22 ▲ 29.0 ▲ 33.3 鹿児島県 5 1 6 500.0 20.0

愛知県 47 52 41 ▲ 21.2 ▲ 12.8 沖縄県 3 12 6 ▲ 50.0 100.0

三重県 8 15 9 ▲ 40.0 12.5 820 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

都道府県別件数
2014年11月

- 当月 -
前月比 前年同月比

2013年11月
- 前年同月 -

2014年10月
- 前月 -

都道府県
2013年11月
- 前年同月 -

2014年10月
- 前月 -

2014年11月
- 当月 -

前月比 前年同月比

東北

関東

北陸

中部

都道府県

合計

四国

九州

地域 地域

近畿

中国

地域別件数 （件） （％）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 前月比 前年同月比

 北海道 24 15 28 19 32 33 19 21 22 26 19 22 18 ▲ 18.2 ▲ 25.0

 東北 31 34 34 28 28 33 31 36 23 29 33 26 38 46.2 22.6

 関東 312 285 255 267 264 316 301 309 362 267 269 277 230 ▲ 17.0 ▲ 26.3

 北陸 27 37 21 29 27 39 25 24 28 24 25 17 23 35.3 ▲ 14.8

 中部 121 98 122 123 104 116 104 105 89 89 121 122 100 ▲ 18.0 ▲ 17.4

 近畿 218 179 234 188 184 208 149 224 224 151 214 190 177 ▲ 6.8 ▲ 18.8

 中国 30 24 38 43 45 36 31 35 38 28 37 46 31 ▲ 32.6 3.3

 四国 11 9 11 16 17 17 14 21 18 7 18 19 11 ▲ 42.1 0.0

 九州 46 45 66 52 43 60 59 72 40 62 49 75 43 ▲ 42.7 ▲ 6.5

 合計 820 726 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2

地域別構成比 （％） （ポイント）

13年11月 12月 14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 対前月 対前年同月

 北海道 2.9 2.1 3.5 2.5 4.3 3.8 2.6 2.5 2.6 3.8 2.4 2.8 2.7 ▲ 0.1 ▲ 0.2

 東北 3.8 4.7 4.2 3.7 3.8 3.8 4.2 4.3 2.7 4.2 4.2 3.3 5.7 2.4 1.9

 関東 38.0 39.3 31.5 34.9 35.5 36.8 41.1 36.5 42.9 39.1 34.3 34.9 34.3 ▲ 0.6 ▲ 3.7

 北陸 3.3 5.1 2.6 3.8 3.6 4.5 3.4 2.8 3.3 3.5 3.2 2.1 3.4 1.3 0.1

 中部 14.8 13.5 15.1 16.1 14.0 13.5 14.2 12.4 10.5 13.0 15.4 15.4 14.9 ▲ 0.5 0.1

 近畿 26.6 24.7 28.9 24.6 24.7 24.2 20.3 26.4 26.5 22.1 27.3 23.9 26.4 2.5 ▲ 0.2

 中国 3.7 3.3 4.7 5.6 6.0 4.2 4.2 4.1 4.5 4.1 4.7 5.8 4.6 ▲ 1.2 0.9

 四国 1.3 1.2 1.4 2.1 2.3 2.0 1.9 2.5 2.1 1.0 2.3 2.4 1.6 ▲ 0.8 0.3

 九州 5.6 6.2 8.2 6.8 5.8 7.0 8.0 8.5 4.7 9.1 6.2 9.4 6.4 ▲ 3.0 0.8

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□ 上場企業の倒産は発生しなかった。 

□ 2013 年 8 月のワールド・ロジ㈱（破産）以降、上場企業の倒産は 15 ヵ月連続で発生してお

らず、沈静状態が続いている。 

□ 上場企業倒産の連続未発生期間としては、1986 年 9 月から 91 年 7 月（59 ヵ月連続）以来の

長さとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上場企業倒産

2014年 上場企業の倒産

2013年 上場企業の倒産

1 980651491 　㈱東京カソード研究所 半導体試験装置製造 3,123 民事再生法 東京都 3月 ジャスダック

2 986753504 　㈱インデックス
モバイルコンテンツ・
ゲーム事業

24,602
民事再生法

→破産
東京都 6月 ジャスダック

3 586768702 　ワールド・ロジ㈱ 総合物流サービス 7,954 破産 大阪府 8月 ジャスダック

 
TDB

企業コード
商号 業種 備考

負債
（百万円）

態様 所在地 倒産年月

※発生せず

備考
負債

（百万円）
態様 所在地 倒産年月 

TDB
企業コード

商号 業種

上場企業倒産の件数推移（年別）

4

1

6

1

6
5

2
1

4 4

2

4

2 2 2 2 2
1

5

1

3

0 0 0 0
1

4
5

2

10

12

14

2

33

4

6

3

0

9

14

3

6

29

5

19
20

6
7

10

6

11

0

10

20

30

40

1964
65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

2000
01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

（年）

（件）

注：2004年以前は任意整理を含む
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□ 負債トップは、㈱テイー・シー・ワークス（東京都、特別清算）の 93 億円。小路建設㈱（滋

賀県、特別清算）の 47 億円が続く。 

 

 

 

 

 

  

 

 

主な倒産企業 

TDB
企業コード

負債
（百万円）

資本金
（千円）

態様 所在地

1 984243969 ㈱テイー・シー・ワークス 元・イベント企画・運営 9,300 100,000 特別清算 東京都

2 550020097 小路建設㈱ 生コンクリート製造 4,700 80,000 特別清算 滋賀県

3 580276307 五鈴精工硝子㈱ 光学機械レンズ製造 4,300 76,500 民事再生法 大阪府

4 390121661 ㈱井上工業 キャラクター商品企画・卸 3,694 45,250 破産 福井県

5 984411231 コスモテック特許情報システム㈱ 特許業務管理システム開発 3,013 222,585 破産 東京都

6 450093036 大垣食肉供給センター協同組合 と畜 2,650 29,500 破産 岐阜県

7 260139803 幸信製罐㈱ 元・金属製屋根材製造 2,100 30,000 破産 千葉県

8 981210178 （財）氣の研究会 元・心身統一合氣道振興 2,072 0 破産 東京都

9 400058871 （医）松陽会 病院経営 1,740 746,337 破産 愛知県

10 160144391 ㈱コムネットバンク 元・POSレジシステム製造・販売 1,700 420,613 破産 東京都

11 150181515 ㈱ファーストカスタム キャンピングカー製造・販売 1,537 39,000 破産 秋田県

12 530469163 フジインテック㈱ 乗馬クラブ経営 1,300 20,000 破産 兵庫県

13 986762423 ㈱アシスト リサイクルトナー販売 1,080 10,000 破産 東京都

14 810350336 ㈱エコひろなか 鉄・非鉄金属スクラップ卸 1,020 50,000 破産 福岡県

15 450338569 ㈱アーカイブス 商業施設運営 1,000 248,000 破産 岐阜県

16 770023921 ㈱ナイン パチンコホール経営 1,000 3,000 破産 山口県

17 020114573 釧路キャッスルホテル㈱ ホテル経営 960 90,000 民事再生法 北海道

18 982200480 日流機工㈱ 充填機械製造・販売 940 10,000 破産 埼玉県

19 510008122 奈良ロジスティクス㈱ 貨物自動車運送 700 40,000 破産 奈良県

20 160045080 ㈱岡崎屋旅館 旅館経営 667 28,000 破産 山形県

21 400181524 ㈲大海用建設 土木工事 656 8,500 破産 愛知県

22 810235700 ㈱レッツ フィットネスクラブ経営 650 65,000 破産 福岡県

23 240334220 ㈲清山 ホテル経営 650 3,000 破産 栃木県

24 984607848 ㈱オーエス商会 食肉・農水産物卸 625 20,000 破産 東京都

25 400070113 ㈱大栄コンストラクション 建築工事 624 20,000 破産 愛知県

26 440144571 ㈱あいちや パチンコホール経営 591 48,000 破産 愛知県

27 183013372 グリーンピア田名協同組合 不動産管理 560 10,000 破産 神奈川県

28 240029377 ㈱小林鐵工所 金型・同部品製造 554 46,800 破産 栃木県

29 982045041 イムカ㈱ 人材紹介 532 246,000 破産 東京都

30 200200197 ㈱相馬屋 文房具・事務用品卸 520 10,000 破産 神奈川県

商号 業種
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 大型倒産 

1 100198775 エヌ・エス・アール㈱ 宅地造成、建売住宅販売 165,000 破産 東京都 1月

2 985130709 ㈱白元 防虫剤製造 25,494 民事再生法 東京都 5月

3 509000687 一般社団法人京都府森と緑の公社 森林整備・育林事業 22,800 民事再生法 京都府 6月

4 580544364 ㈱笠屋町不動産 不動産管理・賃貸 20,000 特別清算 大阪府 8月

5 982780684 ソフトウエア興業㈱ ソフトウエア受託開発 19,124 破産 東京都 6月

6 984028362 クロスシード㈱ 消費者向け貸金業 15,324 破産 東京都 1月

7 981128721 ㈱三貴 宝石・貴金属小売 12,606 民事再生法 東京都 7月

8 987952478 ㈱リンク・イノベーション 美容室向けコンサルティング 9,816 特別清算 東京都 6月

9 984238403 マキコーポレーション㈱
消費者金融業、
レジャーホテル経営

9,608 破産 東京都 10月

10 984243969 ㈱テイー・シー・ワークス 元・イベント企画・運営 9,300 特別清算 東京都 11月

11 983110144 廣済堂開発㈱ ゴルフ場経営 8,687 民事再生法 東京都 6月

12 582542547 ㈱関西フィナンシャル・ポート 金融業 8,686 破産 東京都 5月

13 130006812 ㈱一関カントリー倶楽部 ゴルフ場不動産賃貸 8,678 破産 岩手県 6月

14 981661348 アールインベストメントアンドデザイン㈱ 不動産開発 8,220 破産 東京都 4月

15 450074424 岐阜北開発㈱ 元・ゴルフ場経営 7,700 特別清算 岐阜県 6月

16 250160053 ㈱大鳥（旧：㈱金馬車） 元・パチンコホール経営 6,736 民事再生法 茨城県 8月

17 986037905
ヴィンテージ㈱
（旧：㈱ライブドア不動産）

不動産担保金融、不動産業 6,630 破産 東京都 10月

18 378004485 ㈱ＭＴＧＯＸ 仮想通貨取引仲介サイト運営 6,501
民事再生法

→破産
東京都 2月

19 290060633 (医)緑生会
産婦人科クリニック・
一般病院経営

6,379 民事再生法 千葉県 8月

20 450007913 ㈱オルケス 婦人服販売 6,345 民事再生法 東京都 8月

21 960071573 ㈱ファイブフォース 中小企業向け投資事業 5,044 特別清算 東京都 10月

22 989602263 ㈱日本フィナンシャル・ポート 金融業 5,021 破産 東京都 5月

23 540107874 セントラルゴルフマネジメント㈱ ゴルフ場経営 5,000 民事再生法 兵庫県 6月

24 740359465
㈱キッチンファクトリー
（旧：㈱ハッピーダイニング）

飲食店経営 5,000 破産 愛媛県 9月

25 989804536 ＭＳエイジア㈱ バルブ製造・販売 4,984 破産 東京都 6月

26 340105079 ㈱きむら食品 包装餅・米飯製造 4,933 民事再生法 新潟県 7月

27 985246661 ㈱千葉廣済堂カントリー倶楽部 ゴルフ場経営 4,869 民事再生法 東京都 6月

28 260890081 ㈱ネクスト（旧：トコリ・グローバル㈱） ボウリング場など経営 4,815
民事再生法

→破産
和歌山県 3月

29 550020097 小路建設㈱ 生コンクリート製造 4,700 特別清算 滋賀県 11月

30 850025609 まる川漁業㈱ まき網漁業 4,496 破産 長崎県 10月

2014年 大型倒産（上位30社）

倒産月
TDB

企業コード
負債

（百万円）
態様 所在地商号 業種
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 業種細分類 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

職別工事業 68 ( 8.3 ) 4,024 53 ( 6.7 ) 3,506 47 ( 7.0 ) ▲ 11.3 ▲ 30.9 3,605

総合工事業 73 ( 8.9 ) 7,835 71 ( 8.9 ) 14,532 66 ( 9.8 ) ▲ 7.0 ▲ 9.6 7,172

設備工事業 33 ( 4.0 ) 5,193 40 ( 5.0 ) 3,160 28 ( 4.2 ) ▲ 30.0 ▲ 15.2 1,296

建設業計 174 ( 21.2 ) 17,052 164 ( 20.7 ) 21,198 141 ( 21.0 ) ▲ 14.0 ▲ 19.0 12,073

食料品・飼料・飲料製造業 16 ( 2.0 ) 4,735 14 ( 1.8 ) 3,614 12 ( 1.8 ) ▲ 14.3 ▲ 25.0 602

繊維工業、繊維製品製造業 12 ( 1.5 ) 1,028 7 ( 0.9 ) 457 7 ( 1.0 ) 0.0 ▲ 41.7 886

木材・木製品製造業 2 ( 0.2 ) 303 3 ( 0.4 ) 531 4 ( 0.6 ) 33.3 100.0 530

家具・装備品製造業 5 ( 0.6 ) 1,286 2 ( 0.3 ) 342 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 ▲ 80.0 90

パルプ・紙・紙加工品製造業 3 ( 0.4 ) 293 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) ▲ 33.3 40

出版・印刷・同関連産業 17 ( 2.1 ) 2,665 19 ( 2.4 ) 2,282 13 ( 1.9 ) ▲ 31.6 ▲ 23.5 1,793

化学工業、石油製品・石炭製品製造業 1 ( 0.1 ) 18 0 ( 0.0 ) 0 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 0

ゴム製品製造業 1 ( 0.1 ) 30 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) 100.0 455

皮革・同製品・毛皮製造業 1 ( 0.1 ) 20 1 ( 0.1 ) 92 1 ( 0.1 ) 0.0 0.0 198

窯業・土石製品製造業 1 ( 0.1 ) 100 4 ( 0.5 ) 1,553 4 ( 0.6 ) 0.0 300.0 5,375

鉄鋼業、非鉄金属・金属製品製造業 22 ( 2.7 ) 2,720 19 ( 2.4 ) 4,074 8 ( 1.2 ) ▲ 57.9 ▲ 63.6 2,392

一般機械器具製造業 17 ( 2.1 ) 3,848 13 ( 1.6 ) 3,052 12 ( 1.8 ) ▲ 7.7 ▲ 29.4 2,970

電気機械器具製造業 9 ( 1.1 ) 4,373 12 ( 1.5 ) 2,117 4 ( 0.6 ) ▲ 66.7 ▲ 55.6 2,140

輸送用機械器具製造業 2 ( 0.2 ) 142 4 ( 0.5 ) 1,935 1 ( 0.1 ) ▲ 75.0 ▲ 50.0 1,537

その他の製造業 10 ( 1.2 ) 3,970 15 ( 1.9 ) 1,630 9 ( 1.3 ) ▲ 40.0 ▲ 10.0 4,703

製造業計 119 ( 14.5 ) 25,531 113 ( 14.2 ) 21,679 80 ( 11.9 ) ▲ 29.2 ▲ 32.8 23,711

各種商品卸売業 2 ( 0.2 ) 6,950 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 110

繊維・衣服・繊維製品卸売業 19 ( 2.3 ) 1,711 25 ( 3.1 ) 4,922 17 ( 2.5 ) ▲ 32.0 ▲ 10.5 2,348

飲食料品卸売業 37 ( 4.5 ) 4,962 23 ( 2.9 ) 1,785 26 ( 3.9 ) 13.0 ▲ 29.7 3,981

機械器具卸売業 32 ( 3.9 ) 4,222 22 ( 2.8 ) 2,452 13 ( 1.9 ) ▲ 40.9 ▲ 59.4 1,589

自動車・同付属品卸売業 3 ( 0.4 ) 50 5 ( 0.6 ) 202 6 ( 0.9 ) 20.0 100.0 465

木材・建築材料卸売業 8 ( 1.0 ) 938 8 ( 1.0 ) 1,633 9 ( 1.3 ) 12.5 12.5 180

家具・建具・じゅう器卸売業 6 ( 0.7 ) 641 4 ( 0.5 ) 177 1 ( 0.1 ) ▲ 75.0 ▲ 83.3 35

貴金属製品卸売業 6 ( 0.7 ) 312 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) ▲ 66.7 622

その他の卸売業 33 ( 4.0 ) 5,093 24 ( 3.0 ) 1,341 21 ( 3.1 ) ▲ 12.5 ▲ 36.4 9,338

卸売業計 146 ( 17.8 ) 24,879 111 ( 14.0 ) 12,512 96 ( 14.3 ) ▲ 13.5 ▲ 34.2 18,668

各種商品小売業 8 ( 1.0 ) 583 6 ( 0.8 ) 2,117 5 ( 0.7 ) ▲ 16.7 ▲ 37.5 537

織物・衣服・身の回り品小売業 16 ( 2.0 ) 487 20 ( 2.5 ) 2,769 13 ( 1.9 ) ▲ 35.0 ▲ 18.8 436

飲食料品小売業 30 ( 3.7 ) 2,951 28 ( 3.5 ) 1,653 12 ( 1.8 ) ▲ 57.1 ▲ 60.0 846

飲食店 44 ( 5.4 ) 3,419 50 ( 6.3 ) 2,082 47 ( 7.0 ) ▲ 6.0 6.8 2,390

自動車・自転車小売業 12 ( 1.5 ) 1,551 9 ( 1.1 ) 362 7 ( 1.0 ) ▲ 22.2 ▲ 41.7 335

家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 9 ( 1.1 ) 536 17 ( 2.1 ) 1,111 8 ( 1.2 ) ▲ 52.9 ▲ 11.1 533

その他の小売業 28 ( 3.4 ) 6,990 33 ( 4.2 ) 2,726 22 ( 3.3 ) ▲ 33.3 ▲ 21.4 1,273

小売業計 147 ( 17.9 ) 16,517 163 ( 20.5 ) 12,820 114 ( 17.0 ) ▲ 30.1 ▲ 22.4 6,350

運輸業 34 ( 4.1 ) 5,367 38 ( 4.8 ) 8,128 30 ( 4.5 ) ▲ 21.1 ▲ 11.8 4,118

郵便業、電気通信業 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) 610 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 65

運輸・通信業計 34 ( 4.1 ) 5,367 40 ( 5.0 ) 8,738 31 ( 4.6 ) ▲ 22.5 ▲ 8.8 4,183

旅館、その他宿泊所 6 ( 0.7 ) 1,315 7 ( 0.9 ) 1,129 10 ( 1.5 ) 42.9 66.7 3,012

娯楽業 16 ( 2.0 ) 9,204 10 ( 1.3 ) 1,416 11 ( 1.6 ) 10.0 ▲ 31.3 3,219

自動車整備業・駐車場業、修理業 7 ( 0.9 ) 561 5 ( 0.6 ) 849 8 ( 1.2 ) 60.0 14.3 804

広告・調査・情報サービス業 53 ( 6.5 ) 3,106 48 ( 6.0 ) 2,402 62 ( 9.2 ) 29.2 17.0 17,070

専門サービス業 36 ( 4.4 ) 7,440 27 ( 3.4 ) 5,733 25 ( 3.7 ) ▲ 7.4 ▲ 30.6 1,310

医療業 3 ( 0.4 ) 1,234 5 ( 0.6 ) 190 10 ( 1.5 ) 100.0 233.3 2,205

教育 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.1 ) 71 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 0

その他サービス業 30 ( 3.7 ) 3,165 40 ( 5.0 ) 4,860 38 ( 5.7 ) ▲ 5.0 26.7 6,769

サービス業計 151 ( 18.4 ) 26,025 143 ( 18.0 ) 16,650 164 ( 24.4 ) 14.7 8.6 34,389

不動産業 28 ( 3.4 ) 16,839 38 ( 4.8 ) 15,212 24 ( 3.6 ) ▲ 36.8 ▲ 14.3 7,488

農業・林業・漁業 6 ( 0.7 ) 1,025 6 ( 0.8 ) 10,976 6 ( 0.9 ) 0.0 0.0 457

鉱業 1 ( 0.1 ) 20 0 ( 0.0 ) 0 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 0

金融・保険業 3 ( 0.4 ) 152 8 ( 1.0 ) 13,995 5 ( 0.7 ) ▲ 37.5 66.7 2,604

その他 11 ( 1.3 ) 110 8 ( 1.0 ) 80 10 ( 1.5 ) 25.0 ▲ 9.1 100

その他計 21 ( 2.6 ) 1,307 22 ( 2.8 ) 25,051 21 ( 3.1 ) ▲ 4.5 0.0 3,161

合計 820 ( 100.0 ) 133,517 794 ( 100.0 ) 133,860 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2 110,023

業種 負債総額
（百万円）

負債総額
（百万円）

2013年11月
-前年同月-

2014年10月
-前月-

負債総額
（百万円）

件数比較2014年11月
-当月-
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倒産分類別比較 
（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

174 ( 21.2 ) 164 ( 20.7 ) 141 ( 21.0 ) ▲ 14.0 ▲ 19.0

119 ( 14.5 ) 113 ( 14.2 ) 80 ( 11.9 ) ▲ 29.2 ▲ 32.8

146 ( 17.8 ) 111 ( 14.0 ) 96 ( 14.3 ) ▲ 13.5 ▲ 34.2

147 ( 17.9 ) 163 ( 20.5 ) 114 ( 17.0 ) ▲ 30.1 ▲ 22.4

34 ( 4.1 ) 40 ( 5.0 ) 31 ( 4.6 ) ▲ 22.5 ▲ 8.8

151 ( 18.4 ) 143 ( 18.0 ) 164 ( 24.4 ) 14.7 8.6

28 ( 3.4 ) 38 ( 4.8 ) 24 ( 3.6 ) ▲ 36.8 ▲ 14.3

21 ( 2.6 ) 22 ( 2.8 ) 21 ( 3.1 ) ▲ 4.5 0.0

820 ( 100.0 ) 794 ( 100.0 ) 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2

672 ( 82.0 ) 629 ( 79.2 ) 518 ( 77.2 ) ▲ 17.6 ▲ 22.9

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 0.0

8 ( 1.0 ) 4 ( 0.5 ) 4 ( 0.6 ) 0.0 ▲ 50.0

4 ( 0.5 ) 5 ( 0.6 ) 2 ( 0.3 ) ▲ 60.0 ▲ 50.0

2 ( 0.2 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0

1 ( 0.1 )

10 ( 1.2 ) 11 ( 1.4 ) 7 ( 1.0 ) ▲ 36.4 ▲ 30.0

8 ( 1.0 ) 8 ( 1.0 ) 4 ( 0.6 ) ▲ 50.0 ▲ 50.0

10 ( 1.2 ) 9 ( 1.1 ) 11 ( 1.6 ) 22.2 10.0

2 ( 0.2 ) 1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 0.0 ▲ 50.0

6 ( 0.7 ) 9 ( 1.1 ) 6 ( 0.9 ) ▲ 33.3 0.0

1 ( 0.1 ) 4 ( 0.5 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 75.0 0.0

15 ( 1.8 ) 14 ( 1.8 ) 25 ( 3.7 ) 78.6 66.7

18 ( 2.2 ) 20 ( 2.5 ) 16 ( 2.4 ) ▲ 20.0 ▲ 11.1

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 1 ( 0.1 ) 0.0 0.0

1 ( 0.1 )

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

5 ( 0.6 ) 10 ( 1.3 ) 11 ( 1.6 ) 10.0 120.0

56 ( 6.8 ) 67 ( 8.4 ) 61 ( 9.1 ) ▲ 9.0 8.9

695 ( 84.8 ) 649 ( 81.7 ) 532 ( 79.3 ) ▲ 18.0 ▲ 23.5

820 ( 100.0 ) 794 ( 100.0 ) 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2

注：不況型倒産…倒産主因のうち販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、業界不振をさす

456 ( 55.6 ) 433 ( 54.5 ) 376 ( 56.0 ) ▲ 13.2 ▲ 17.5

117 ( 14.3 ) 135 ( 17.0 ) 113 ( 16.8 ) ▲ 16.3 ▲ 3.4

195 ( 23.8 ) 176 ( 22.2 ) 138 ( 20.6 ) ▲ 21.6 ▲ 29.2

23 ( 2.8 ) 24 ( 3.0 ) 24 ( 3.6 ) 0.0 4.3

27 ( 3.3 ) 23 ( 2.9 ) 19 ( 2.8 ) ▲ 17.4 ▲ 29.6

2 ( 0.2 ) 3 ( 0.4 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 66.7 ▲ 50.0

820 ( 100.0 ) 794 ( 100.0 ) 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2

115 ( 14.0 ) 117 ( 14.7 ) 98 ( 14.6 ) ▲ 16.2 ▲ 14.8

28 ( 3.4 ) 24 ( 3.0 ) 24 ( 3.6 ) 0.0 ▲ 14.3

339 ( 41.3 ) 309 ( 38.9 ) 258 ( 38.5 ) ▲ 16.5 ▲ 23.9

304 ( 37.1 ) 311 ( 39.2 ) 258 ( 38.5 ) ▲ 17.0 ▲ 15.1

22 ( 2.7 ) 26 ( 3.3 ) 16 ( 2.4 ) ▲ 38.5 ▲ 27.3

12 ( 1.5 ) 7 ( 0.9 ) 17 ( 2.5 ) 142.9 41.7

820 ( 100.0 ) 794 ( 100.0 ) 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2

715 ( 87.2 ) 680 ( 85.6 ) 590 ( 87.9 ) ▲ 13.2 ▲ 17.5

94 ( 11.5 ) 102 ( 12.8 ) 72 ( 10.7 ) ▲ 29.4 ▲ 23.4

7 ( 0.9 ) 9 ( 1.1 ) 3 ( 0.4 ) ▲ 66.7 ▲ 57.1

3 ( 0.4 ) 3 ( 0.4 ) 6 ( 0.9 ) 100.0 100.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

820 ( 100.0 ) 794 ( 100.0 ) 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2

▲ 14.7 ▲ 21.7

767 ( 93.5 ) 745 ( 93.8 ) 626 ( 93.3 ) ▲ 16.0 ▲ 18.4

26 ( 3.2 ) 30 ( 3.8 ) 29 ( 4.3 ) ▲ 3.3 11.5

27 ( 3.3 ) 19 ( 2.4 ) 16 ( 2.4 ) ▲ 15.8 ▲ 40.7

820 ( 100.0 ) 794 ( 100.0 ) 671 ( 100.0 ) ▲ 15.5 ▲ 18.2

 50億円～100億円未満

 100億円以上

 個人経営

 5000万円～1億円未満

 1億円～5億円未満

 5億円～10億円未満

 10億円～50億円未満

 立地条件の変化

 過小資本

 その他

 企業系列、下請の再編成

 火災、その他の災害

 人材の不足

 労使の対立

 放漫経営

 経営多角化の失敗

 その他の経営計画の失敗

 その他

 販売不振

合計

 経営者の病気、死亡

 新商品開発の失敗

 設備投資の失敗

 技術、商品開発の遅れ

 新市場開拓の遅れ

 開発途上国の追い上げ

 業界不振

　破産

　特別清算

　民事再生法

態
様
別

合計

2014年11月
- 当月 -

2014年10月
- 前月 -

　会社更生法

2013年11月
- 前年同月 -

倒産分類

 小売業

 運輸・通信業

 建設業

 製造業

 不動産業

負
債
額
別

合計

資
本
金
別

合計

 1億円以上

 100万円未満

 100万円～1000万円未満

 1000万円～5000万円未満

 5000万円～1億円未満

 1000万円～5000万円未満

業
種
別

主
因
別

不況型倒産合計

合計

 卸売業

 輸出不振

 売掛金回収難

 不良債権の累積

 大企業の進出

 サービス業

従
業
員
数
別

 10人未満

 10人～50人未満

 50人～100人未満

 100人～300人未満

 300人以上

合計

従業員数合計（人） 4,224 3,877 3,309
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景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 

□ 景気ＤＩは 43.5、国内景気は悪化 

2014 年 11 月の景気ＤＩは前月比 0.6 ポイント減の 43.5 となり 4 ヵ月連続で悪化した。11 月

は、7～9 月期のＧＤＰが 2 期連続マイナス成長となり消費税率再引き上げが延期された。また、

前月末に追加金融緩和政策が実施され一段の円安となったことで、為替レートは 2 年で 44％下

落した。そのため、仕入価格の上昇が再び加速し、企業の収益環境の厳しさが増している。為替

レートの 2 年間での下落率を平均してみると、2014 年は日本が 1973 年に変動相場制に移行して

から最も速いスピードで円安が進んでいることがわかる。急激なコスト増に対する価格転嫁の難

しさが浮き彫りとなっていると言えよう。また、人手不足に対し人件費を抑えるために非正規雇

用で対応していることも、消費低迷の要因だ。円安を通じた原材料高や賃金上昇の抑制による影

響が広がっており、国内景気は悪化している。 

□ 今後は下振れ懸念のあるなか、ほぼ横ばいで推移 

消費税率の再引き上げが延期されたことで、当分、駆け込み需要は発生しないとみられる。10

月末からの追加金融緩和政策によりいっそうの円安が進むと予想されるため、輸入コスト上昇を

販売価格に転嫁できない企業の収益悪化は懸念材料である。さらに、人手不足は建設関連での入

札見送りなどをもたらし、成長を阻害する要因として景気の下振れ要因となろう。また、総選挙

の結果次第では経済政策が停滞する可能性がある。今後は、原油価格の下落による企業や家計へ

のコスト負担の軽減効果など先行きへの期待感を含みながらも、国内景気は下振れ圧力もあり、

ほぼ横ばいでの推移が続くと見込まれる。 

景気動向指数 （景気ＤＩ） 

景気動向指数（景気ＤＩ、帝国データバンク）

当月比 当月比 当月比

2013年11月 48.3 1.5 49.6 1.3 49.2 0.9 50.6 2.3

12月 49.5 1.2 52.3 2.8 51.9 2.4 53.2 3.7

2014年1月 50.0 0.5 49.9 ▲ 0.1 51.5 1.5 52.4 2.4

2月 49.6 ▲ 0.4 48.2 ▲ 1.4 49.1 ▲ 0.5 50.2 0.6

3月 51.0 1.4 49.5 ▲ 1.5 50.6 ▲ 0.4 52.0 1.0

4月 46.8 ▲ 4.2 50.4 3.6 51.6 4.8 52.4 5.6

5月 46.2 ▲ 0.6 48.7 2.5 50.3 4.1 51.5 5.3

6月 46.5 0.3 48.4 1.9 49.8 3.3 50.2 3.7

7月 46.9 0.4 49.2 2.3 50.4 3.5 51.3 4.4

8月 46.2 ▲ 0.7 47.4 1.2 49.0 2.8 49.6 3.4

9月 45.1 ▲ 1.1 45.5 0.4 46.8 1.7 47.5 2.4

10月 44.1 ▲ 1.0 45.1 1.0 46.4 2.3 45.2 1.1

11月 43.5 ▲ 0.6 44.6 1.1 45.0 1.5 45.8 2.3

出典：12月3日発表、ＴＤＢ景気動向調査2014年11月調査（全国） URL：http://www.tdb-di.com/
　　（ＤＩ は、0～100までの範囲で変化し、50が判断の分かれ目となる。調査開始は2002年5月）

景気ＤＩ

景気予測ＤＩ 

前月比 3ヵ月後 6ヵ月後 1年後
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 今後の見通し 

□ 原油価格下落も、円安と相殺で燃料費は高止まり 

資源エネルギー庁が毎週公表している石油製品価格調査によると、トラックの主な燃料である

軽油の店頭現金小売価格は、12 月 1 日時点で 136.8 円／Ｌとなり、20 週連続の値下がりで今年

最安値となった。これは、原油生産量の調整が行われていないことに加え、シェールオイルの生

産量増加に伴い、原油価格が下落した影響だ。ＷＴＩ原油先物価格で見ると、今年前半は 1 バレ

ル 100 ドルを挟んだ推移であったが、7 月頃から下落傾向となり、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）

が総会で減産を見送った 11 月 27 日以降は、1 バレル 60 ドル台の推移となっている。 

実は、20 週連続の値下がりでも過去 10 年の推移でみれば“高止まり”という表現がふさわし

く、2004 年は 1Ｌあたり 90 円前後で推移していた。最も影響を受けているのは運輸業であろう。

全日本トラック協会の公表によると、この間、トラック運送事業者の運送費に占める燃料費の割

合は約 10％から約 20％と 10 ポイント程度増加した。今年後半から原油価格の下落が進んだため

軽油価格の値下がりも期待できるところであったが、昨今の円安が原油の輸入価格を押し上げ相

殺した結果、“高止まり”状態が続いている。問題は、現在の円安水準が当面続くとみられるこ

とだ。産油国がどこまでの原油価格下落を許容するかは不透明であるが、減産に転じれば価格上

昇が見込まれる。そうなれば、軽油価格が急騰する可能性は高く、運輸業者を直撃する。現在の

水準でさえ、運輸業では今年 1 月から 11 月までで「円安関連倒産」が 86 件（前年同期比 38.7％

増）判明していることからしても、今後の倒産増加を警戒しなければならない。 

□ 借入金平均金利が過去 10 年で最低となるなか、年間の倒産件数は 1 万件割れの見込み 

 2014 年 11 月の企業倒産件数は 671 件で、前月を 15.5％、前年同月を 18.2％、ともに大幅に下

回った。16 ヵ月連続の前年同月比減少で、8 月の 683 件を下回って今年最少を記録。これにより、

2014 年 1 月から 11 月までの累計は 8533 件となり、年間の倒産件数が 2006 年（9351 件）以来 8

年ぶりに、1 万件を切るのは確実とみられる。 

 金融庁は 11 月 25 日、「年末における中小企業・小規模事業者に対する金融の円滑化について」

と題する要請を金融機関関係団体等に対して行った。2013 年 3 月末の中小企業金融円滑化法の期

限到来後、事ある毎にこうした要請を金融庁等が行ってきたことは、倒産件数抑制に寄与したと

言える。同法施行以降現在に至るまで、のべ 500 万件以上の債権について貸付条件の変更が実行

され、多くの中小零細企業の資金繰り破綻を回避させた。 

 帝国データバンクが 11 月 28 日に発刊した『全国企業財務諸表分析統計（平成 25 年 4 月～平

成 26 年 3 月）』によると、企業の 2013 年度決算では、借入金平均金利が 1.82％となり、過去

10 年で最も低いことが判明した。直近のピークは、2007 年度の 2.42％。その後、リーマン・シ

ョック後の経済失速に対応するためのゼロ金利政策再開があり、さらには量的金融緩和の効果

で、金融機関の貸出金利は低下傾向をたどっているのである。金利の低下は、供給過多状態を表

していると言え、企業側（借手側）が融資を受けやすい状態が続いているということだ。もちろ

ん、支払利息負担も軽くなる。そしてこの間、中小企業金融円滑化法の施行により、金利の減免

を含む貸付条件の変更を要請しやすい土壌が整っていた。本来なら淘汰される可能性が高い重債

務企業の存続を容易にする環境であったといえ、大規模な財政出動と相俟って、企業倒産件数を

減少させていると考察される。 

 しかし、この環境も変化の兆しがある。「金融システムの安定化のためには、金融機関が金利

競争から脱却することが必須」との見地などから地域金融機関の再編機運が高まっているのだ。

地域経済活性化に向けて、広域化した新たなビジネスモデルの創造を目指す動きもある。11 月に

は、肥後銀行と鹿児島銀行、横浜銀行と東日本銀行がともに経営統合に向けた協議・検討を進め

ることに合意したと発表した。今後、人口減少・地元市場縮小が想定されているエリアを中心と

して地域金融機関の再編が起こるであろう。その際、当該エリアの資金調達環境が大きく変化す

る可能性がある。こうした背景から、今後の企業倒産は、業種や地域によってまだら模様となり、

そしてその傾向がいっそう鮮明になっていくと想定できる。 
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倒産件数・負債総額の推移（2000年(平成12年)～2014年(平成26年)）

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 354 338,607 559 838,508 767 713,822 789 1,049,223 749 387,375

2 474 1,081,628 623 962,230 888 1,076,430 889 1,451,530 806 1,020,030

3 617 411,504 679 2,189,204 939 1,878,173 901 1,070,797 871 1,210,995

4 523 824,537 666 897,126 882 1,158,155 907 824,367 772 521,723

5 562 1,517,057 672 864,967 921 1,009,316 931 728,668 755 482,927

6 558 1,711,469 706 577,994 763 581,278 858 782,244 759 341,993

7 577 4,030,041 731 637,707 1,000 1,097,233 918 655,471 765 540,229

8 578 1,258,580 720 587,387 800 985,301 802 1,065,377 695 583,166

9 551 666,688 718 2,838,474 839 698,482 764 1,053,944 718 367,292

10 641 8,216,109 870 915,454 964 1,775,487 874 785,452 726 658,551

11 615 1,083,980 825 1,706,113 829 527,323 684 937,037 694 300,501

12 684 698,807 789 1,407,173 833 626,702 738 391,795 743 867,066

合計 6,734 21,839,007 8,558 14,422,337 10,425 12,127,702 10,055 10,795,905 9,053 7,281,848

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 691 562,215 730 516,512 842 546,799 888 389,063 1,156 864,398

2 546 703,228 777 325,283 818 280,597 935 496,033 1,131 1,197,805

3 584 486,921 848 473,959 916 473,076 1,127 455,934 1,216 1,038,452

4 605 338,098 795 421,862 817 591,268 1,013 725,441 1,169 507,443

5 614 584,426 731 683,898 1,016 344,387 994 481,073 1,057 511,590

6 794 439,482 744 383,207 985 336,427 1,065 471,920 1,294 474,472

7 675 417,424 746 354,840 915 306,297 1,131 640,232 1,204 340,516

8 754 328,053 774 360,930 985 835,122 1,018 814,858 1,042 275,344

9 671 550,838 667 339,920 785 465,928 1,122 5,319,794 946 358,029

10 825 660,576 889 566,029 1,083 441,669 1,231 979,015 1,070 251,394

11 708 760,359 754 382,348 906 457,604 1,010 541,165 1,000 690,855

12 758 354,431 896 463,009 891 412,554 1,147 596,774 1,021 299,849

合計 8,225 6,186,051 9,351 5,271,797 10,959 5,491,728 12,681 11,911,302 13,306 6,810,147

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

1 949 2,587,990 976 249,684 951 398,379 854 229,476 809 301,696

2 966 427,596 884 391,982 976 628,980 858 166,250 765 116,543

3 1,148 296,383 1,041 291,075 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960

4 962 254,508 956 263,629 884 181,062 906 677,973 858 142,956

5 879 304,481 964 235,662 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083

6 1,085 283,723 1,025 192,826 896 177,620 906 390,365 847 211,642

7 918 249,357 965 202,885 943 715,212 952 179,617 844 115,238

8 964 169,233 969 797,581 851 202,077 789 163,570 683 137,674

9 943 1,370,598 847 192,934 852 177,605 817 189,508 785 127,879

10 960 501,957 906 132,917 961 231,674 918 152,409 794 133,860

11 935 273,923 971 190,538 938 249,504 820 133,517 671 110,023

12 949 216,855 865 322,020 824 199,925 726 175,795

合計 11,658 6,936,604 11,369 3,463,733 11,129 3,774,294 10,332 2,757,543 8,533 1,688,554

2004年（平成16年）

2011年（平成23年）2010年（平成22年）

2009年（平成21年）

2000年（平成12年）

2005年（平成17年） 2006年（平成18年）

2012年（平成24年） 2013年（平成25年） 2014年（平成26年）

2003年（平成15年）

2007年（平成19年） 2008年（平成20年）

2001年（平成13年） 2002年（平成14年）
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倒産集計について 

 

倒産集計の数値は、すべて法的整理のものです。具体的には、任意整理（銀行取引停止、内整理

など）を除外し、会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算による法的整理を対象としています。 

旧集計は、任意整理を含む数値（下図参照）を集計対象としていました。現集計では、過去に集

計した任意整理が法的整理に移行した場合も集計の対象としています。   

 

 

 

 

 

 

現集計 旧集計 

……… 

 

任意整理 

当月 

 

法的整理 

法的整理 

（移行分） 

 

任意整理 
 

任意整理 
法的整理 

（移行分） 

2000 年 1 月

 

法的整理 

 

任意整理 

過去 

 

法的整理 

1999 年 12 月

 

法的整理 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

……… 

集
計
対
象 

任意整理から法的整理への移行が判明した場合、

当該判明した月に集計しています。 
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